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物価高騰対応重点地方創生臨時交付金事業として、下記のの５事業を実施。

区分 ＮＯ 事業名 事業期間

R6
補正

7 物価高騰対策追加給付金事業 R6-7

8 給付支援サービス活用システム運用事業 R6-7

12
(6)

都城市プレミアム付スマイル商品券発行事業（第5弾） R6-7

1 定額減税補足給付金不足額給付事業 R7

R7
予備

7 学校給食費等負担軽減支援事業 R7

物価高騰対応重点地方創生臨時交付金
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物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
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Ｎｏ7 物価高騰対策追加給付金事業（令和6～７年度）
Ｎｏ8 給付支援サービス活用システム運用事業（令和６～７年度）

（１）事業の目的

○物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

（２）取組内容

○令和６年度住民税非課税世帯課税世帯に対し、世帯当たり３０，０００円の給付金を
追加支給する。また、その当該世帯で扶養されている１８歳以下のこども一人当たり
２０，０００円の給付金を追加支給する。

○給付金を支給するための事務費。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果
物価高騰に直面し特に影響を受ける低所得世帯の経済的負担軽減
低所得世帯等の給付対象世帯数 ２３，３７２世帯
支給対象のこども人数 ３，０４５人

○決算額 ７８７，３７０，７３９円（システム１，４５２，０００円）

○交付金充当額 ７８７，３７０，７３９円（システム１，３８６，０００円）
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（１）事業の目的

○物価高騰により更なる影響を受けている地域経済の回復と市民の家計支援を
  図るため、プレミアム付商品券を発行するもの。

（２）取組内容

○１万円で１万３千円分の商品券を８万４千セット発行（発行総額１０億９，２００万） 。
○往復はがきでの返送及びオンライン（ぴったりサービス）での購入申込みを受付け。
○市内２７郵便局で令和７年９月１日～令和８年１月３１日まで販売。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果
・申込みセット数                ９６，４３１セット
・購入済セット数（購入率）                  ７９，９６１セット（９５．１９％）
・利用（換金）済枚数（利用率）  １，０３５，５８４枚（９９．６％）
・経済効果     １５億２千５００万円

                                                                    （県が公表している産業連関表をもとに分析）
○決算額  １１億２千６０２万７千７５４円
○交付金充当額                 ３億６千４４９万１千円

Ｎｏ12(6)
都城市プレミアム付スマイル商品券発行事業（第5弾）（令和６～７年度）
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（１）事業の目的

○物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

（２）取組内容

○令和６年度に実施した定額減税調整給付（当初給付分）事業の支給額に不足が生じ
る者へ給付する。【不足額給付Ⅰ】

○本人及び扶養親族等として定額減税対象外であり、かつこれまでの低所得世帯向け
給付の対象世帯の世帯主・世帯員に該当しない者に対し、原則４０，０００円の給
付金を支給する。【不足額給付Ⅱ】

○給付金を支給するための事務費。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果
物価高騰に直面し特に影響を受ける低所得世帯の経済的負担軽減
定額減税調整給付において不足が生じた者 【不足額給付Ⅰ】１６，５７８人
定額減税対象外であり、支給要件を満たす者【不足額給付Ⅱ】 １，３９２人

○決算額 ６１１，８１７，５２２円
○交付金充当額 ６１１，８１７，５２２円

Ｎｏ１ 定額減税補足給付金不足額給付事業（令和7年度）
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Ｎｏ７ 学校給食費等負担軽減支援事業（令和７年度）

（１）事業の目的

○物価高騰が継続する中で、市内小・中学校の児童生徒に、栄養バランスや量を保った
安全安心な学校給食を安定的に提供するとともに、保護者にその負担を転嫁しない。

（２）取組内容

○物価高騰に伴う学校給食の食材に要する経費を市が負担する。

（３）事業効果、決算額及び交付金充当額

○事業効果
物価高騰に伴う学校給食の食材に要する経費を市が負担することにより、保護者の負担
軽減を実現。

○決算額 １０２，０００，０００円
○交付金充当額  ８２，０７５，０００円
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